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地域医療構想に係る国の動きについて 

令和４年（2022年）１月 

 

[地域医療確保に関する国と地方の協議の場（第７回）（R3.12.10）資料（抜粋）] 

○ 今後、各都道府県において第８次医療計画（2024年度～2029年度）の策定作業が

2023年度までかけて進められることとなるが、その際には、各地域で記載事項追加

（新興感染症等対応）等に向けた検討や病床の機能分化・連携に関する議論等を行

っていただく必要があるため、その作業と併せて、2022 年度及び 2023 年度におい

て、地域医療構想に係る民間医療機関も含めた各医療機関の対応方針の策定や検証・

見直しをお願いしたい。 
 

○ その際、各都道府県においては、今回の新型コロナウイルス感染症の感染拡大に

より病床の機能分化・連携等の重要性が改めて認識されたことを十分に考慮いただ

きたい。また、検討状況については、定期的に公表をお願いしたい。 
 

○ 地域医療構想の推進の取組は、病床の削減や統廃合ありきではなく、各都道府県

が、地域の実情を踏まえ、主体的に取組を進めるものであり、厚生労働省において

は、各地域における検討状況を適時・適切に把握しつつ、自主的に検討・取組を進

めている医療機関や地域について、その検討・取組を「重点支援区域」や「病床機

能再編支援制度」等により支援していく。 

 

（参考 これまでの国の動き） 

時 期 項  目 

～平成 

30年度末 

対応方針の協議 

一般病床・療養病床を持つ全医療機関に対し、（具体的）対応方針（2025

プラン）の協議を要請 

令和元年 

９月 
公立・公的医療機関等の具体的対応方針の再検証の要請（県内 13 病院） 

公立・公的医療機関等の診療実績について分析し「診療実績が特に少な

い」又は「診療実績が類似かつ近接」とされた医療機関を抽出し公表 

令和２年 

８月 
再検証等の延期 

新型コロナウイルス感染症の状況を踏まえ再検証等の期限を含め、地域

医療構想に関する取組の進め方について改めて整理の上示すとされた 

令和２年 

12月 
「医療計画の見直し等に関する検討会」報告まとめ 

新興感染症等の感染拡大時は医療計画に基づき対応することを前提に、

地域医療構想については基本的な枠組みを維持しつつ着実に取組を進め

る必要があるとされ、構想の実現に向けた今後の工程について、この冬

の感染状況を見ながら、改めて具体的な工程の設定について検討するこ

とが適当との考えがとりまとめられた 
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